
宮　古　市

実施工事設計書

工事名称 水質検査センター建屋漏水対策修繕工事

工事場所 宮古市長町一丁目　地内

工　　期 150日間(連休等を含む)

適用単価 令和8年4月版

    工事場所    宮古市長町一丁目  地内

    工事規模    水質検査センター    鉄骨造2階建て
                建築面積：269.40㎡  延床面積：504.60㎡

    工事内容    屋根シート防水改修工事
                外壁塗膜防水及びシーリング再充填工事 
                EXP,J既存撤去新設工事                        
                内装改修工事
                上記に伴う仮設・取り壊し工事その他一式                 



宮　古　市

工事費内訳 1

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接工事費      

建築工事        
1   

式
計

共通費          

  共通仮設費    
1   

式
  現場管理費    

1   
式

  一般管理費等  
1   

式
計

工事価格        
1   

式
消費税等相当額  

1   消費税率 10 ％
式

工事費          
1   

式



宮　古　市

工事種別内訳 2

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

建築工事        
1   

式
計



宮　古　市

建築工事　種目別内訳 3

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

水質検査センター
1   

式
計



宮　古　市

建築工事　科目別内訳 4
水質検査センター

名　　　　　　　　　　　　称 数　　　量 単位 金　　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接仮設        
1   

式
防水改修        

1   
式

外壁改修        
1   

式
内部改修        

1   
式

機械設備        
1   

式
とりこわし      

1   
式

発生材処理      
1   

式
計



宮　古　市

建築工事　中科目別内訳 5
水質検査センター

科　目　名　称 中　科　目　名　称 数　　量 単位 金　　　　　　　　額 備　　　　　　考

直接仮設        

1   
式

計

防水改修        

1   
式

計

外壁改修        

1   
式

計

内部改修        

1   
式

計

機械設備        

1   
式

計

とりこわし      

1   
式

計

発生材処理      運搬            

1   
式

発生材処理      処分            

1   
式

計



宮　古　市

建築工事　細目別内訳 6
水質検査センター 直接仮設

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

養生            一 般  S造                      
地上階                          159   

㎡
養生            一 般  S造                      

地上階                          255   
㎡

養生            一 般  S造                      
地上階                          79.4 

㎡
整理清掃        一 般  S造                      
後片付け        地上階                          159   

㎡
整理清掃        一 般  S造                      
後片付け        地上階                          255   

㎡
整理清掃        一 般  S造                      
後片付け        地上階                          79.4 

㎡
枠組本足場      W=600　手すり先行方式           別紙 00-0001

1   
式

養生シート      別紙 00-0002
1   

式
安全手すり      別紙 00-0003

1   
式

内部脚立足場    別紙 00-0004
1   

式
仮設間仕切り    1F理化学試験室､天秤室､細菌検査室 別紙 00-0005

2F無機系分析室                  1   
式

仮設材運搬費    別紙 00-0006
1   

式
計

建築工事  細目別内訳
水質検査センター 防水改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

屋上塩ビシート防 t=1.5　立上り、押え金物共       
水              286   

㎡
接続廊下屋上    t=1.5　立上り、押え金物共       
　塩ビシート防水 15.5 

㎡
風除室屋根      t=1.5　立上り、押え金物共       
　塩ビシート防水 21.7 

㎡
改修用ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ  

4   
か所

風除室屋根防水下 既存防水層撤去共                
地勾配調整      7.82

㎡
屋上ｱﾙﾐ笠木・水 
切り撤去        64.9 
・再取付        ｍ
接続廊下屋上    
　ｱﾙﾐ笠木撤去・ 9.34
再取付          ｍ
風除室屋根水切り 既存撤去共                      
取付            4.2 

ｍ
防水ｱﾝｶｰ        既設ｱﾝｶｰ撤去、切断面防錆処理共  

116   
か所

竪樋新設        ｶﾗｰ塩ビ管Φ75                   
4.76

ｍ
ＳＯＰ塗り      鉄鋼面         工程B種          
(糸幅300㎜以下) 錆止現場1回共                   20.5 

ｍ

接続廊下EXP,j   ｱﾙﾐ製                           別紙 00-0007
1   

式



宮　古　市

建築工事　細目別内訳 7
水質検査センター 防水改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

屋上換気設備屋根 900×900程度　取付金物含む      
取付            8   

か所
計

建築工事  細目別内訳
水質検査センター 外壁改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

外壁塗膜防水    ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系                       
446   

㎡
同上高圧洗浄    

446   
㎡

ｼｰﾘﾝｸﾞ          一般部 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系(PU-2)          
15×10                          869   

ｍ
ｼｰﾘﾝｸﾞ          一般部 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系(PU-2)          

15×10                          197   
ｍ

ｼｰﾘﾝｸﾞ          一般部 変成ｼﾘｺｰﾝ系(MS-2)        
15×10                          178   

ｍ
ｼｰﾘﾝｸﾞ          換気ﾌｰﾄﾞ廻りΦ100～200          

　変成ｼﾘｺ-ﾝ                     42   
か所

ﾎﾞﾝﾃﾞ鋼板塗装   DP塗装                          別紙 00-0008
　玄関ﾎﾟｰﾁ幕板・ﾎﾟｰﾁ柱          1   

式
ｱﾙﾐ幕板取付     裏面発泡ｳﾚﾀﾝ                    別紙 00-0009

1   
式

計



宮　古　市

建築工事　細目別内訳 8
水質検査センター 内部改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

壁              厚12.5   不燃                   
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   鋼製､木､ﾎﾞｰﾄﾞ下地 継目処理      64.8 
張り(GB-R)      -             -                 ㎡
壁              ｸﾞﾗｽｳ-ﾙﾌｪﾙﾄ  厚さ100 16㎏/m3    
ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材   64.8 

㎡
ＥＰ塗り        ﾎﾞｰﾄﾞ面                         

工程B種(一般)                   63.3 
素地B種(屋外･水回り)            ㎡

壁ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ張り   別紙 00-0010
1   

式
巾木復旧        塩ビシート立上げ                

34.1 
ｍ

ﾋﾞﾆﾙ幅木        高さ75                          
1.2 

ｍ
天井　ﾛｯｸｳｰﾙ    凹凸内部用 厚12    不燃         
化粧吸音板張り  下張GB-R      厚12.5共          11.2 
(DR)            ㎡
天井　化粧      厚 9.5   準不燃 ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ         
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   突付け                          4   
張り(GB-D)      ㎡
天井　化粧      厚 9.5   準不燃 ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ         
せっこうﾎﾞｰﾄﾞ   突付け                          0.96
張り(GB-D)      ㎡
天井            ｸﾞﾗｽｳ-ﾙﾌｪﾙﾄ  厚さ100 16㎏/m3    
ｸﾞﾗｽｳｰﾙ断熱材   16.2 

㎡
壁見切縁        ｱﾙﾐ製                           

9.74
ｍ

壁見切縁        塩化ﾋﾞﾆﾙ製                      
7.21

ｍ
天井点検口      一般ﾀｲﾌﾟ ｱﾙﾐ製 内外枠共額縁     

450角                           1   
か所

天井            ﾌﾚｷ板(F)  厚さ5 目透し          
ｽﾚｰﾄﾎﾞｰﾄﾞ張り   3.04

㎡
計

建築工事  細目別内訳
水質検査センター 機械設備

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

送風機撤去再取付 屋上                            
機器調整費含む                  8   

台
配管架台加工    屋上                            

1   
式

ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽSS形     200×  200×  100              
屋外(SUS)       3   

個
エアコン室外機取
り外し・再取付  1   

式
計



宮　古　市

建築工事　細目別内訳 9
水質検査センター とりこわし

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

鋳物製ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ撤
去              4   

箇所
たてどい撤去    鋼管 集積共                     

3   
ｍ

ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去      集積共                          
869   

ｍ
ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去      集積共                          

197   
ｍ

ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去      集積共                          
178   

ｍ
既存ﾎﾞﾝﾃﾞ鋼板撤 建具上下幕板                    
去              95.4 

ｍ
既存ﾎﾞﾝﾃﾞ鋼板撤 建具下外壁                      
去              2.34

㎡
EXP､jｶﾊﾞｰ撤去   アルミ製                        

21   
ｍ

壁合板･ﾎﾞｰﾄﾞ    一重張り 一般     集積共        
撤去            64.8 

㎡
天井合板･ﾎﾞｰﾄﾞ  二重張り 一般                   
撤去            集積共                          11.2 

㎡
天井合板･ﾎﾞｰﾄﾞ  一重張り 一般                   
撤去            集積共                          4.97

㎡
天井廻り縁撤去  

32.2 
ｍ

屋上換気設備屋根 ﾌﾚｷ板　900角程度                
撤去            処分共                          8   

か所
計

建築工事  細目別内訳
水質検査センター 発生材処理 運搬

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

発生材運搬      金属くず　0.38ｔ                
1   

式
発生材運搬      廃プラ　0.37ｔ                  

1   
式

発生材運搬      廃ﾎﾞｰﾄﾞ　0.65ｔ                 
1   

式
発生材運搬      廃ｸﾞﾗｽｳｰﾙ　0.1ｔ                

1   
式

計



宮　古　市

建築工事　細目別内訳 10
水質検査センター 発生材処理 処分

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

発生材処分      金属くず                        
0.38

ｔ
発生材処分      廃プラ                          

0.37
ｔ

発生材処分      廃ﾎﾞｰﾄﾞ                         
0.65

ｔ
発生材処分      廃ｸﾞﾗｽｳｰﾙ                       

0.1 
ｔ

産廃税          
1.5 

ｔ
計



宮　古　市

建築工事　別紙明細 11
水質検査センター 直接仮設

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

枠組本足場      W=600　手すり先行方式           別紙 00-0001
1   

式
枠組本足場      建枠 600×1700    布枠500×1枚  
(手すり先行方式) 掛払い手間                      659   

12m未満 -      -                ㎡
枠組本足場      建枠 600×1700    布枠500×1枚  
(手すり先行方式) 供用1日賃料 修理費含む          659   

12m未満 -      -                ㎡
枠組本足場      建枠 600×1700    布枠500×1枚  
(手すり先行方式) 基本料 修理費含む               659   

12m未満 -      -                ㎡
計

養生シート      別紙 00-0002
1   

式
養生ｼｰﾄ張り     防炎性能 JIS A 8952 Ⅰ類        

掛払い手間               -      659   
-                               ㎡

養生ｼｰﾄ張り     防炎性能 JIS A 8952 Ⅰ類        
供用1日賃料 修理費含む   -      659   
-                               ㎡

養生ｼｰﾄ張り     防炎性能 JIS A 8952 Ⅰ類        
基本料 修理費含む        -      659   
-                               ㎡

計

建築工事　別紙明細
水質検査センター 直接仮設

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

安全手すり      別紙 00-0003
1   

式
安全手すり      枠組本足場用                    
(手すり先行方式) 掛払い手間                      79.4 

-                               ｍ
安全手すり      枠組本足場用                    
(手すり先行方式) 供用1日賃料 修理費含む          79.4 

-                               ｍ
安全手すり      枠組本足場用                    
(手すり先行方式) 基本料 修理費含む               79.4 

-                               ｍ
計

内部脚立足場    別紙 00-0004
1   

式
内部仕上足場    掛払い手間                      

脚立足場                        50.3 
階高4.0m以下           -        ㎡

内部仕上足場    供用1日賃料 修理費含む          
脚立足場                        50.3 
階高4.0m以下           -        ㎡

内部仕上足場    基本料 修理費含む               
脚立足場                        50.3 
階高4.0m以下           転用数 1 ㎡

計



宮　古　市

建築工事　別紙明細 12
水質検査センター 直接仮設

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

仮設間仕切り    1F理化学試験室､天秤室､細菌検査室 別紙 00-0005
2F無機系分析室                  1   

式
仮設間仕切り下地 B種 軽鉄下地                    

84.56
㎡

仮設間仕切り    B種(片面) 石こうﾎﾞｰﾄﾞ           
仕上材          84.56

㎡
計

仮設材運搬費    別紙 00-0006
1   

式
仮設材運搬      建枠幅600                       
(枠組本足場)    659   
(手すり先行方式) ㎡
仮設材運搬      
(ｼｰﾄ･ﾈｯﾄ類)     659   

㎡
仮設材運搬      枠組本足場用(手すり先行方式)    
(安全てすり)    79.4 

ｍ
仮設材運搬      2階建                           
(内部仕上足場   50.3 
脚立足場)       ㎡

計

建築工事　別紙明細
水質検査センター 防水改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

接続廊下EXP,j   ｱﾙﾐ製                           別紙 00-0007
1   

式
屋根+外壁       W=350程度　S350-APW　t=2.0      

2.2 
ｍ

外壁ｺｰﾅｰ        S15-AEWC（W=210）　t=2.0        
8.4 

ｍ
軒天ｺｰﾅｰ        S15-AEWC（W=210）　t=2.0        

2.2 
ｍ

床+床           S15-AFX（W=270）軽歩行用        
　t=3.1　2.2                    1.6 

ｍ
天井+天井       S15-ACW（W=270）　t=2.0         

1.6 
ｍ

内壁+内壁       S15-ACW（W=270）　t=2.0         
5   

ｍ
計



宮　古　市

建築工事　別紙明細 13
水質検査センター 外壁改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

ﾎﾞﾝﾃﾞ鋼板塗装   DP塗装                          別紙 00-0008
　玄関ﾎﾟｰﾁ幕板・ﾎﾟｰﾁ柱          1   

式
錆止め塗料塗り  鉄鋼面(屋内外)                  
改修仕様        工程A種                         

塗料As種(鉛･ｸﾛﾑﾌﾘｰ1種)          
現場1回塗り 下地別途(新規面)    

15.6 
㎡

下地調整        鉄鋼面                          
改修仕様        RA種(塗替え面)                  15.6 

㎡
ＤＰ塗り        鉄鋼         1級                

素地ごしらえ及び下塗り別途      15.6 
㎡

計

ｱﾙﾐ幕板取付     裏面発泡ｳﾚﾀﾝ                    別紙 00-0009
1   

式
窓上ｱﾙﾐ幕板取付 t=2.0　ｼﾙﾊﾞｰ加工                

48.2 
ｍ

窓下ｱﾙﾐ幕板取付 t=2.0　ｼﾙﾊﾞｰ加工                
47.2 

ｍ
窓下外壁ｱﾙﾐ幕板 t=2.0　ｼﾙﾊﾞｰ加工                
取付            2.34

㎡
計

建築工事　別紙明細
水質検査センター 内部改修

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

壁ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ張り   別紙 00-0010
1   

式
壁紙素地ごしらえ ﾎﾞｰﾄﾞ面       工程B種 -         

1.5 
㎡

壁紙張り手間    壁   ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ程度 ﾎﾞｰﾄﾞ面        
素地B種  接着剤 2種1号          1.5 

㎡
材料費          ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ                        

1.5 
㎡

計



宮　古　市

共通仮設費 14
名　　称 工期 直接工事費 率 増減率 共通仮設費率 補正係数 補正係数 共通仮設費

① ② ③ ④＝②＋③ ⑤ ⑥ ⑦＝①×④×⑤×⑥
建築工事
  改修工事
    監理事務所を設けない 5.0 5.36 0.00 5.36 0.899 1.00

小計
(率対象)

建築工事
  処分費

建築工事
  改修工事 共通仮設費(積上げ)

建築工事
  率対象外

小計
(率対象外)

合計



宮　古　市

現場管理費 15
名　　称 純工事費 率 増減率 現場管理費率 補正係数 補正係数 現場管理費

① ② ③ ④＝②＋③ ⑤ ⑥ ⑦＝①×④×⑤×⑥
建築工事
  改修工事
    監理事務所を設けない 18.61 0.00 18.61 1.00 1.00

小計
(率対象)

建築工事
  処分費

建築工事
  率対象外

小計
(率対象外)

合計



宮　古　市

一般管理費等 16
名　　称 工事原価 率 増減率 一般管理費等 前払金支出割 一般管理費等 工事価格

① ② ③ 率④＝②＋③ 合補正係数⑤ ⑥＝①×④×⑤ ⑦＝①＋⑥

建築工事
  改修工事
    監理事務所を設けない
建築工事
  処分費

合計
(率対象)

14.91 0.00 14.91 1.00
建築工事
  率対象外

合計
(率対象外)

契約保証費

0.04 1.00
端数調整

総計



宮　古　市

共通仮設費(積上)　明細 17

名　　　称 摘　　　　　要 数　　　　量 単位 単　　価 金　　　額 備　　　考

交通誘導警備員B 
40   

人
計



宮古市

令和 8 年度

水質検査センター建屋漏水対策修繕工事

施工条件明示（特記仕様書）

当初設計
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Ⅰ．摘要範囲

・

・

Ⅱ．工程関係

・

全体工期 ※全体工期＝余裕期間＋実工期
うち余裕期間 ※工期の始期日を含めて数えた日数とする。
うち実工期 ※工事開始日を含めて数えた日数とする。

・

・

・ 実工期のうち、設計工程上見込んでいる休日日数以外の作業不能日数等
）

・

・
余裕期間：契約書に定める工期の開始日から
工事開始日：契約書に定める工期の始期日から

・

・

・
・

・

・

・

・

・

・
・

有

本工事の工期は、以下による。

0

150 日間
日間

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間を設定した工事である。

本工事の余裕期間及び実工期の始期日(工事開始日)は以下のとおりとする。

お盆休暇　　　　　　　８月13日から８月16日　　４日間
お正月休暇　　　　　　12月29日から１月３日　　６日間

実工期のうち、設計工程上見込んでいる降雨（降雪含む）による休日日数

年債務である。　本工事は、

明示
項目

適用の
有　無

8 日間

0 日間 （作業不能理由：

150

本特記仕様書、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書（以下「標準仕様書」という。）及び他特記仕様
書に記載のない事項については、発注者の指示による。

本特記仕様書は、
（以下「本工事」という。）に適用する。水質検査センター建屋漏水対策修繕工事

日間
実工期には、作業日数、準備日数、後片付け日数のほか休工日（土曜日、日曜日、祝祭日、天候による休工日、連休等）を含む
ものである。

※参考　連休等
ゴールデンウィーク　　４月29日から５月５日　　７日間

内　　　容明　示　事　項

１ 工期

４ 「余裕期間の設定」の有無

３ 債務負担工事
無

無

２ 概成工期
無

（概成工期とは、標準仕様書に定めるものをいう。）

0 日間
0＋１

工事開始日の前日までの期間に施工体制及び建設資材の確保が図られる場合等は、受発注者協議により、工事開始日を変更
することができるものとする。
詳細については、以下のホームページを参考とすること。
https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1020283.html

日目

工事請負契約書別記第16条第２項の規定に基づく、工事用地の管理は、工事開始日の前日までは、発注者の責任において行う
ものとし、受注者に資材の搬入や仮設物の設置等を行わせてはならないものとする。

余裕期間内は、現場代理人及び主任技術者又は監理技術者の配置を要しない。また、現場に搬入しない資材等の準備を行うこ
とができるが、資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により
行うものとする。

工事実績情報サービス(コリンズ)は、実工期にて登録するものとし、工事開始日(変更後の工事開始日含む。)後、土曜日、日曜
日、祝日等を除き10日以内に、登録申請するものとする。
工事請負契約書別記第３条の規定に基づく工程表には、余裕期間も含めた全体工期を記載するものとする。
工事請負契約書別記第４条の規定に基づく契約保証の期間は、全体工期を満たすものとし、契約締結の日から全体工期の終期
日までを対象とするものとする。
工事請負契約書別記第10条の規定に基づく、現場代理人及び主任技術者等の通知については、工事開始日までに通知するも
のとする。

実施にあたっては、「岩手県県土整備部週休２日工事実施要領」に基づき行うこと。
詳細については、以下のホームページ「岩手県県土整備部週休２日工事実施要領」を参照すること。

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【建築工事関係】「余裕期間」の設定（技術関連等） 》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1020291.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞週休2日工事》

５ 週休２日工事の対象
有

本工事は、岩手県県土整備部週休２日工事実施要領に定める
「完全週休２日（土日）Ⅰ型」 である。

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・

・

・

・

・

Ⅲ．施策関係

・

・

・

・

・

・

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞入札契約制度＞（農林水産部・県土整備部所管）岩手県営建設工事請負契約書
附属条件の一部改正》

建設資材調書の提出は、紙又は電子データを提出するものとする。

県外業者との下請契約締結報告書の提出は、変更契約を含めて紙又は電子データを提出するものとする。

施設管理者と事前協議の上、計画すること。

８ 当該工事の関係機関等との協議に未成立のものがある
場合は、制約を受ける内容及びその協議内容並びに成
立見込み時期

無

６ 他の工事の開始又は完了の時期により、当該工事の施
工時期、全体工期等に影響がある場合は、影響を受ける
部分及び内容並びに他の工事の内容及び開始又は完
了の時期

無

７ 施工時期、施工時間及び施工方法が制限される場合
は、制限される施工内容、施工時期、施工時間及び施
工方法

有

11 工事一時中止の措置
有

工事請負契約書別記第20条に基づき、工事を一時中止する場合の取扱いは、国土交通省大臣官房官庁営繕部作成「営繕工事
請負契約における設計変更ガイドライン（案）」中の「工事一時中止ガイドライン」によることとする。

９ 関係機関、自治体、施設管理者等との協議の結果、特
定の条件が付され当該工事の工程に影響がある場合
は、影響を受ける部分及び内容

無

10 工事着手前に地下埋設物及び埋蔵文化財等の事前調
査を必要とする場合は、その項目及び調査期間。又は、
地下埋設物等の移設が予定されている場合は、その移
設期間

有

石綿含有の有無の事前調査の結果等を電子システムで報告
すること。
（アスベスト含有調査報告書あり）

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095433/1010908.html

受注者は、工事請負契約書別記第21条に基づき、工事発注時に際して見込む作業不能日数と著しく乖離した場合は、工期の延
長変更を請求することができる。
発注者は、上記請求を受けた場合、環境省が公表している施工箇所の最寄りの観測地点の暑さ指数（WBGT）を確認のうえ、作
業日における猛暑時間（8時～17時を対象として、暑さ指数（WBGT）が31℃以上の時間帯をいう。）を踏まえて工期延長日数を算
定する。

上記により難い場合は、監督職員と協議のうえ決定するものとする。
13 その他

無

詳細については、以下のホームページを参考とすること。
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk4_000041.html
《国土交通省トップページ>政策・仕事>官庁営繕>「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」について》

12 熱中症予防対策に伴う施工効率の低下等を理由とした
工期の延長変更について

有

有

県外業者との下請契約締結報告書及び建設資材調書は、以下のホームページ「（農林水産部・県土整備部所管）岩手県営建設
工事請負契約書附属条件の一部改正について」により、様式をダウンロードし、必要事項の入力を行うものとする。

１ 下請契約対象の限定
有

社会保険等に未加入である建設業許可業者を下請負人（二次以下の下請負人を含む。）とすることを原則として禁止する。

正当な理由なく社会保険等未加入建設業者を下請負人とした場合、次の措置を実施する。
① 工事成績評定の減点
② 受注者への指名停止措置

詳細は以下のホームページによる。

２ 県外業者との下請契約締結報告書及び建設資材調書

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1010858.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【お知らせ】県営建設工事における社会保険等未加
入対策の取組強化》

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・

・

・

・
・

・

・
・

・

・

・
・

・

・
・

・
・

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1086473.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【営繕工事】情報共有システム（ASP）の利用》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095545/1095569.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞各種相談窓口＞岩手県新技術等活用促進事業》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1072803.html
《 トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【営繕工事】快適トイレの導入》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1086476.html

施工に先立ち、本工事内容について十分把握の上、設計図書で指定された工法及び技術を除き、新技術情報提供システム
（NETIS）や岩手県新技術等活用促進事業等を利用して、新技術等の活用を積極的に推進するものとし、活用する新技術等があ
る場合は監督職員に報告するものとする。

新技術等の活用により、設計図書の記載事項の変更が必要となる場合は、監督職員と協議するものとする。
新技術等の活用にあたり、監督職員から施工実態調査の実施を指示された場合は、これを行うものとする。
なお、調査結果については、工事名・受注者名を公表する場合がある。
岩手県新技術等活用促進事業の詳細については、以下のホームページ「岩手県新技術等活用促進事業」を参考とすること。

４ 新技術等の活用の推進について
無

３ 情報共有システム（ASP）の利用について
有

本工事は、情報共有システムを利用できるものとする。
情報共有システムとは、監督職員及び受注者の間の情報を電子的に交換・共有することで業務の効率化を図るものをいう。情報
共有システムを利用する場合は、契約後、別紙１により協議すること。
情報共有システムの利用については、以下のホームページを参考とすること。

５ 再生資源利用認定製品
無

以下の資材を利用する場合は、再生資源利用認定製品を利用するよう努めるものとする。
詳細については、以下のホームページ「岩手県再生資源利用認定製品」を参考とすること。
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/kankyou/seisaku/nintei/index.html
《岩手県トップページ＞くらし・環境＞環境＞環境政策＞岩手県再生資源利用認定製品》

資材名 規　　格 備　　考

６ 設計変更について
有

設計変更については、工事請負契約書別記第18条～第24条及び公共建築工事標準仕様書1.1.8～1.1.10に記載しているところ
であるが、その具体的な考え方や手続きについては、国土交通省大臣官房官庁営繕部作成「営繕工事請負契約における設計
変更ガイドライン（案）」によることとする。

詳細については、以下のホームページを参考とすること。
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk4_000041.html

７ 現場環境改善（快適トイレの設置の試行）
有

受注者は、現場に快適トイレを設置することを原則とする。
快適トイレの標準仕様及び積算方法は、以下のホームページを参考とすること。

《国土交通省トップページ>政策・仕事>官庁営繕>「営繕工事請負契約における設計変更ガイドライン（案）」について》

快適トイレの手配が困難な場合は、監督職員と協議の上、本条項は対象外とする。
８ デジタル工事写真の小黒板情報電子化について

有

本工事は、デジタル工事写真の小黒板情報電子化を利用することができる。

９ BIM活用工事

10 法定外の労災保険の付保
有

　本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならな
い。

本工事は、受発注者の生産性向上を目的として３次元モデルを活用する「BIM活用」工事である。
詳細については、別添「EIR」及び以下のホームページ「岩手県営繕事業におけるBIM活用実施要領」を参照すること。

詳細については、以下のホームページ「デジタル工事写真の小黒板情報電子化」を参照すること。

無

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【営繕工事】デジタル工事写真の小黒板情報電子
化》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1086005/index.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞営繕事業におけるBIM活用》

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・

・

・
・

・

・

・

・

・

・

・

・

・
・

Ⅳ．検査関係

Ⅴ．用地関係

Ⅵ．公害関係

やむを得ない理由として発注者が認めた場合を除き、履行が確認されなかった場合は工事成績評定における技術提案履行確認
を「不履行」として扱う。
詳細については、以下のホームページに掲載する「評価基準別紙１」の「６留意事項〔建設キャリアアップシステムの取組〕を参照
すること。
https://www.pref.iwate.jp/kensei/nyuusatsu/kouji/1010493/kiteishu/1-2-03700.html
《岩手県トップページ＞県政情報＞入札・コンペ・公募情報＞県営建設工事入札＞県営建設工事入札各種資料＞県営建設工
事入札契約規程集＞1-2-03700 総合評価落札方式競争入札技術評価基準》

本工事は、遠隔臨場（ウェアラブルカメラ等による映像と音声の双方向通信を使用して、監督職員の立会い等を実施）の試行対
象工事である。

本工事が総合評価落札方式競争入札による発注で、受注者が技術提案評価項目Ａで「当該工事における建設キャリアアップシ
ステムの活用」を「活用する」として申請し評価点を得ている場合、受注者は「総合評価落札方式技術評価基準　別紙１（評価基
準及び配点（Ａ）（以下「評価基準別紙１）」に定める内容を実施すること。

11 営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する試行
対象工事

無

遠隔臨場試行対象工事（受注者希望型）

13 総合評価落札方式競争入札において建設キャリアアッ
プシステムの活用を提案する場合の取扱い

無

12 建設キャリアアップシステム（CCUS）活用工事
無

詳細については、以下のホームページ「営繕工事の建設現場における遠隔臨場に関する試行要領」を参照すること。

適用の有無が「無」の場合でも、ＣＣＵＳ活用工事の実施を希望する場合は、要領第４第３項に基づく協議により、ＣＣＵＳ活用工
事を実施できる場合があること。

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1072804.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【営繕工事】建設現場の遠隔臨場》

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞建設キャリアアップシステム活用工事》

本工事は、受注者が希望するＣＣＵＳを活用した工事（以下「ＣＣＵＳ活用工事」という。）の対象である。
詳細については、以下のホームページ「岩手県県土整備部建設キャリアアップシステム活用工事実施要領（以下「要領」とい
う。）」を参照すること。

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1058795.html

２ 検査員の中間技術検査を受ける工種がある場合は、そ
の工種及び工事段階

無

１ 監督職員の立会のうえ施工すべき工種がある場合は、そ
の工種及び立会時期

無

14 総合評価落札方式競争入札において県内企業の活用
を提案する場合の取扱い

無

本工事が総合評価落札方式競争入札による発注で、受注者が技術提案評価項目Ａで「県内企業の活用」を「70％以上」または
「40％以上70％未満」として申請し評価点を得ている場合、受注者は「総合評価落札方式技術評価基準　別紙１（評価基準及び
配点（Ａ）（以下「評価基準別紙１）」のとおり申請した評価点に応じ県内企業の活用に取り組むものとする。

やむを得ない理由として発注者が認めた場合を除き、履行が確認されなかった場合は工事成績評定における技術提案履行確認
を「不履行」として扱う。
詳細については、以下のホームページに掲載する「評価基準別紙１」の「６留意事項〔県内企業の活用〕を参照すること。
https://www.pref.iwate.jp/kensei/nyuusatsu/kouji/1010493/kiteishu/1-2-03700.html
《岩手県トップページ＞県政情報＞入札・コンペ・公募情報＞県営建設工事入札＞県営建設工事入札各種資料＞県営建設工
事入札契約規程集＞1-2-03700 総合評価落札方式競争入札技術評価基準》

３ 検査員の指定部分検査を受ける工種がある場合は、そ
の工種及び工事段階

無

１ 施工のための仮用地等として施工者に、県有地等を使
用させる場合は、その場所、範囲、時期、期間、仕様条
件、復旧方法等

無

２ その他
無

１ 工事に伴う公害防止（騒音、振動、粉塵、排出ガス等防
止）のため、施工方法、建設機械・設備、作業時間等の
指定が必要な場合は、その内容

無

２ 工事の施工に伴って発生する騒音、振動、地盤沈下、地
下水の枯渇等が予測される場合、又は、電波障害等に
起因する事業損失が懸念される場合は、事前・事後等調
査の区分とその調査時期、未然に防止するために必要
な調査方法、範囲等

無

３ その他
無

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。



　別紙 特記仕様書（施工条件明示） Ｎｏ．5　

明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

Ⅶ．安全対策関係

Ⅷ．工事用道路関係

Ⅸ．仮設関係

Ⅹ．建設副産物関係

・

・

・

年 月

年 月

年 月

年 月

・

その他
無

令和

令和 から

受注者は、資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務に留意すること。

建設発生土の搬入予定工事の有無
本工事では、以下の工事からの建設発生土の搬入を予定する。
詳細については、監督職員の指示を受けること。

搬入元工事名 搬入予定期間
搬入量

備考
（盛土換算数量）

m3

ストックヤード等からの土砂の搬入の有無
搬入元及び搬入量は以下のとおり。

箇所名 地先名 搬入量（地山） 備考

m3

１ 交通安全施設等を指定する場合は、その内容、期間
無

２ 鉄道、ガス、電気、電話、水道等の施設と近接する工事
において施工方法、作業時間等に制限がある場合は、
その内容

無

３ 落石、雪崩、土砂崩落等に対する防護施設が必要な場
合は、その内容

無

４ 交通誘導員の配置を指定する場合は、配置場所、配置
者数、編成等

有

６ その他
有

２ 仮道路を設置する場合は、その仕様と設置期間及び工
事終了後の処置

無

図面に記載あり。

５ 有毒ガス及び酸素欠乏等の対策として、換気設備等が
必要な場合は、その内容

無

一般道路を搬入、搬出路として使用する場合 ―
（１） 工事用資機材等の搬入経路、使用期間、使用時間

帯等に制限がある場合は、その経路、期間、時間帯
等

有
施設管理者と協議の上、計画すること。

（２） 搬入、搬出路の使用中及び使用後の処置が必要で
ある場合は、その処置内容

無

庁舎職員及び来客等の安全に配慮すること。
内装工事においては、精密機器等があるので厳重に養生し、細心の注
意を払い施工すること。

３ その他
無

１

１ 土砂の搬入元（工事を除く）を指定する場合は、その箇
所名、地先名及び搬入量

無

１ 仮土留、仮橋、足場等の仮設を他の工事に引渡す場合
及び引き継いで使用する場合は、その内容、引渡期間、
条件等

無

２ 仮設の構造、工法及びその施工範囲を指定する場合
は、その構造、工法及びその施工範囲

無

３ 仮設の設計条件を指定する場合は、その内容
無

４

２ 他工事からの建設発生土の搬入を予定する場合は、そ
の搬入元工事名、搬入予定期間及び搬入量

無

m3

具体的な箇所は別添「位置図」のとおり
受注者は、資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務に留意すること。

m3
令和

令和 から

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・

・

・

年 月

年 月

年 月

年 月

・

・

・

・

・

・

・

・

搬出予定期間
搬出量

備考

m3
令和

令和 から

本工事では、以下の工事へ建設発生土の搬出を予定する。

搬出先及び搬出量は以下のとおり。

箇所名

m3

詳細については、監督職員の指示を受けること。

搬出先工事名
（盛土換算数量）

地先名 搬出量（地山） 備考

３ 建設発生土の搬入先（工事を除く）を指定する場合は、
その箇所名、地先名及び搬出量

無

ストックヤード等への建設発生土の搬出の有無

４ 他工事への建設発生土の搬出を予定する場合は、その
搬出先工事名、搬出予定期間及び搬出量

無

m3

建設発生土の搬出予定工事の有無

具体的な箇所は別添「位置図」のとおり
受注者は、資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務に留意すること。

受注者は、資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務に留意すること。
５ 資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務

本工事に土砂の搬入又は本工事から建設発生土を搬出する場合、下記に記す資源有効利用促進法に基づく元請業者の義務
に留意すること。
受領書の交付

m3
令和

令和 から

受注者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、再生資源利用促進計画に記載した事項（搬出先の名称
及び所在地、搬出量）と上記確認結果を、委託した搬出者に対して、法令等に基づいて通知しなければならない。
発生土の搬出先に対する受領書の交付請求等
発注者は、発生土を再生資源利用促進計画に記載した搬出先へ搬出したときは、法令等に基づき、速やかに搬出先の管理者に
受領書の交付を求め、受領書に記載された事項が再生資源利用促進計画に記載した内容と一致することを確認するとともに、監
督職員から請求があった場合は、受領書の写しを提出しなければならない。

６ 発生する建設廃棄物の最終処分場を指定する場合は、
副産物名、受入場所及び受入時間帯

無

受注者は、土砂を再生資源利用計画に記載した搬入元から搬入したときは、法令等に基づき、速やかに受領書を搬入元に交付
しなければならない。
再生資源利用計画を作成する上での確認事項等
受注者は、再生資源利用促進計画の作成に当たり、発生土を工事現場から搬出する場合は、工事現場内の土地の掘削その他
の形質の変更に関して発注者等が行った土壌汚染対策法等の手続状況や、搬出先が盛土規制法の許可地等であるなど適正で
あることについて、法令等に基づき確認しなければならない。
また、確認結果は、再生資源利用促進計画に添付するとともに、工事現場において公衆の見やすい場所に掲げなければならな
い。
発生土の運搬を行う者に対する通知

指定廃棄物の処理の有無
工事の施工により発生する指定廃棄物は、以下の場所に搬入する。

廃棄物名 受入施設名 受入場所 備考

７ 有

再生資源化施設及び建設廃棄物受入施設については、積算上の条件明示であり、処理施設を指定するものではない。
なお、受注者が上記施設とは異なる施設で処理する場合においても設計変更の対象としない。
ただし、現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものでない事項については、この限りではない。

その他

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

XI．工事支障物件等

XII．排水関係

XIII．薬剤注入関係

XIV．その他

・

・

・

・

・

２ 周辺環境に与える影響の調査が必要な場合は、その内
容

無

３ その他
無

１ 地上、地下等における占用物件の有無及び占用物件等
で工事支障物が存在する場合は、支障物件名、管理
者、位置、移設時期、工事方法、防護等

無

２ 地上、地下等の占用物件に係る工事期間と重複して施
工する場合は、その工事内容、期間等

無

３ その他
無

３ 関係機関・自治体等との近接協議に係る条件及びその
内容等

無

４ 架設工法を指定する場合は、その施工方法及び施工条
件

無

１ 排水の工法、排水処理の方法及び排水の放流先等を指
定する場合は、その工法、処理の方法、放流先、予定さ
れる排水量、水質基準及び放流費用

無

２ 水替・流入防止施設が必要な場合は、その内容、期間
無

３ その他
無

１ 薬液注入を行う場合は、設計条件、工法区分、材料種
類、範囲、削孔数量、削孔延長及び注入量、注入圧等 無

《岩手県トップページ＞県政情報＞入札・コンペ・公募情報＞県営建設工事入札＞県営建設工事入札各種資料＞県営建設工
事入札契約規程集＞3-2-01400 現場代理人の兼務に関する取扱い》

９ 「主任技術者及び監理技術者の兼務の適用」の有無
有

８ 「現場代理人の兼務の適用」の有無
有

本工事は、現場代理人の兼務に関する取扱い（令和３年３月８日付け出総第341号。以下「兼務に関する取扱い」という。）に基づ
き、２件の工事で現場代理人を兼務できる対象であり、工事請負契約書別記第10条第３項に基づき現場代理人について工事現
場における常駐を要しないものとする。

６ 新技術・新工法・特許工法を指定する場合は、その内容
無

７ 部分使用を行う必要がある場合は、その箇所及び使用
時期

無

５ 工事用水及び工事用電力等を指定する場合は、その内
容

無

本工事は、県営建設工事における技術者等の兼務について（令和７年１月21日付け出総第205号）に基づき、２件の工事で主任
技術者及び監理技術者を兼務できる対象である。
詳細については、以下のホームページ「主任技術者及び監理技術者の兼務に関する取扱い」を参照すること。
https://www.pref.iwate.jp/kensei/nyuusatsu/kouji/1010493/kiteishu/3-2-01300.html
《岩手県トップページ＞県政情報＞入札・コンペ・公募情報＞県営建設工事入札＞県営建設工事入札各種資料＞県営建設工
事入札契約規程集＞3-2-01300 主任技術者及び監理技術者の兼務に関する取扱い》
なお、主任技術者については、建設業法第26条第３項及び建設業法施行令第27条第１項に定める請負代金の額に満たない工
事においては専任を要しないことから、本項目の対象の有無にかかわらず複数の工事を管理することができる。

１ 工事現場発生品がある場合は、その品名、数量、現場
内での再使用の有無、引き渡し場所等

無

２ 支給材料及び貸与品がある場合は、その品名、数量、
品質、規格又は性能、引渡場所、引渡期間等

無

詳細については、以下のホームページ「現場代理人の兼務に関する取扱い」を参照すること。
https://www.pref.iwate.jp/kensei/nyuusatsu/kouji/1010493/kiteishu/3-2-01400.html

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。
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明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・
・

・
・

・

・

・

・

・

・

・
・

・

・

・

・

・

・
・

①

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1010941.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞【建築工事・拡大運用】工事請負契約締結後におけ
る単価適用年月変更》

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1010943.html
《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞（建築関係）労働者確保に要する共通費の実績変更
の運用基準の改定》

① 共通仮設費（積上式）：労働者送迎費、仮設建物費（宿泊費、借上費）
② 現場管理費（率　式）：労務管理費（募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事・通勤等に要する費用）

受注者は、労働者確保に要する共通費の実績変更（以下「共通費の実績変更」という。）を請求する意思がある場合は、発注者に
対し実績変更対象費（見込額）の提出を求めるものとする。
受注者は、「共通費の実績変更」を請求する場合は、実績報告書（様式１）及び実績変更対象費に実際支払った全ての証明書類
（領収書、領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書などをいう。）を監督職員に提出し、「共通費の実績変更」
の内容について協議するものとする。
　なお、実績報告書及び証明書類の提出期限等については、監督職員と協議のうえ決定するものとする。

本工事は、「労働者確保に要する共通費の実績変更」対象工事である。
不足する労働者を広域的に確保せざるを得ない場合も考えられることから、受注者が負担する「共通仮設費（積上式）のうち仮設
建物費（宿舎等）」、「共通仮設費（積上式）のうち労働者に係る送迎費」及び「現場管理費（率式）のうち労務管理費」の以下に示
す費用（以下「実績変更対象費」という。）について、契約締結後に受注者の支出実績を踏まえて契約変更することができるものと
する。

受注者は、工事請負契約書別記第21条に基づき、工事発注時に際して見込む作業不能日数と著しく乖離した場合は、工期の延
長変更を請求することができる。
受注者は、「共通費の実績変更」に係る契約変更について疑義が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。
上記により難い場合は、監督職員と協議のうえ決定するものとする。

受注者の責めによる工事工程の遅れ等、受注者の責めに帰すべき事由による増加費用については、「共通費の実績変更」の対
象としない。
発注者は、「共通費の実績変更」をする場合は、実績変更対象費に実際支払った額のうち、証明書類において確認された費用に
ついて、下記に示す方法により積算変更時の設計額を算出するものとする。

10 「工事請負契約締結後における単価適用年月変更」の
有無

有

本工事は、「工事請負契約締結後における単価適用年月変更」対象工事である。

詳細については、「工事請負契約締結後における単価適用年月変更の運用基準（建築・電気設備・機械設備）」のとおりであり、
以下のホームページを参考とすること。

11 「労働者確保に要する共通費の実績変更」の有無
無

単価適用年月の変更を請求した場合においても、岩手県営建設工事請負契約書別記第25条第１項から第４項（いわゆる「全体ス
ライド」）、第５項（いわゆる「単品スライド」）、第6項（いわいる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更及び「遠隔地
からの資材調達に要する輸送費についての運用」と併用できるものとする。

適用除外工事は以下のとおり。
① 請求日時点で出来高が発生している工事。
② その他発注者が適用除外と認めた工事。

本工事は、特定の資材の価格や労務が短期間に高騰し、積算時点で設定している設計単価と工事請負契約締結時点での資材
価格に差が生じている可能性があることから、当初契約締結後に単価適用年月を変更し、設計単価を変更することが可能な対象
工事である。

共通仮設費（積上式）：積算基準により算出した共通仮設費に加算
② 現場管理費（率　式）：「実績変更対象費に実際支払った額のうち、証明書類において確認された費用から積算基準により

算出した現場管理費に含まれる実績変更対象費（率分）を差し引いた費用」を積算基準により算出した現場管理費に加算

対象となる単価は、資材単価、労務単価及び機械単価等の全ての設計単価とする。
受注者は、単価適用年月の変更を請求する場合は、当初契約締結日から１４日以内に別紙様式により発注者に請求するものと
する。
受注者から単価適用年月の変更の請求があった場合は、発注者は、基準日時点で設計単価を所管する建設技術振興課が通知
（設定）している最新の積算単価表の設計単価に変更するものとする。
設計単価の変更に伴う契約変更（第１回）は、原則として単価適用年月の変更のみとし、契約数量、契約図面及び仕様書等は変
更しないものとする。

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。



　別紙 特記仕様書（施工条件明示） Ｎｏ．9　

明示
項目

適用の
有　無

内　　　容明　示　事　項

・

・
・
・
・

・

・

・

　当施設は水質検査等の検査研究機関であり、検査等への影
響が懸念される使用材料については、施設管理者と協議の上
決定することとする。

その他13

有

https://www.pref.iwate.jp/kendozukuri/kensetsu/1095164/1010942.html

12 「遠隔地からの資材調達に要する輸送費」の有無
無

本工事は、東日本大震災津波等に伴う復旧・復興工事が本格化するなか、特定の資材の供給不足が生じる恐れがあり、受注者
が不足する資材を遠隔地から調達せざるを得ないことが想定されるため、それに要する輸送費を契約変更で計上できるものとす
る。

詳細については、「遠隔地からの資材調達に要する輸送費についての運用基準」のとおりであり、以下のホームページを参考とす
ること。

適用除外工事は以下のとおり。
① 受注者が、輸送費を請求する意志を、事前に書面により発注者に通知していない工事。
② その他発注者が適用除外と認めた工事。

《岩手県トップページ＞県土づくり＞建設業＞土木技術管理・働き方改革＞（建築関係）遠隔地からの資材調達に要する輸送費》

対象となる資材は、生コンクリート、石材とする。
輸送費の算出は、工事場所から資材製造地区境までの距離に応じた輸送費を契約変更で計上する。
輸送した資材は、資材製造地区の設計単価による契約変更とする。
輸送費を契約変更で計上するには、受注者は発注者に事前に必要事項を通知して了解を得ることとし、了解を得た場合に限り、
実績に応じて輸送費を請求できるものとする。
輸送費に係る契約変更を請求した場合においても、岩手県営建設工事請負契約書別記第25条第１項から第４項（いわゆる「全体
スライド」）、第５項（いわゆる「単品スライド」）、第6項（いわゆる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更及び「工事
請負契約締結後における単価適用年月変更の運用」と併用できるものとする。

　１．他の特記仕様書と重複している事項については、本施工条件明示によること。
　２．図面等に内容を明示する場合には、その内容欄にその旨を明示すること。



入札時積算数量書の取扱いについて 
 
１ 用語の定義 
 (１)  「数量基準」とは、公共建築工事積算基準（平成 15 年３月 31 日付け国営計第 

196 号）第５(３)に定める「公共建築数量積算基準」及び「公共建築設備数量積
算基準」をいう。 

 (２)  「積算数量」とは、工事費を算出するために必要となる数量について、数量基
準に基づき発注者が算出した数量をいう。 

 (３)  「入札時積算数量書」とは、発注者が入札時において積算数量として、公共建
築工事積算基準第４に定める「公共建築工事内訳書標準書式」に基づき作成した
種目別内訳、科目別内訳、中科目別内訳及び細目別内訳の名称、数量及び単位を
取りまとめて示す書面（電磁的記録に記録されたものを含む。）をいう。 

 
２ 入札時積算数量書の取扱い 

入札時積算数量書に記載された積算数量については、入札時積算数量書に基づく工
事費内訳書の作成や契約締結後における工事の施工を義務付けるものではないが、積
算数量に疑義が生じた場合における発注者と受注者との協議は、入札時積算数量書に
基づき行うものとする。 

 
３ 積算数量に関する協議 

(１) 受注者は、入札時積算数量書に記載された積算数量に疑義が生じた場合は、直
ちに協議を求めるものとする。ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の工事が
完了した場合、協議を求めることができないものとする。 

 (２) 入札時積算数量書に記載された積算数量に関する協議（発注者が請求する場合
を含む。）は、入札時積算数量書に基づき行うものとする。ただし、入札時積算
数量書の細目別内訳において数量を一式としている細目（設計図書において施工
条件が明示された項目を除く。）を除くものとする。 

 (３) 協議の結果、入札時積算数量書に記載された積算数量に訂正が必要となった場
合は、契約書、設計図書及び数量基準に定めるところによるものとする。 

 


